
横須賀市立学校電力供給（長期継続契約）仕様書 

 

 

１．概要 

（１）件名       横須賀市立学校電力供給（長期継続契約） 

（２）需要場所     横須賀市立追浜小学校ほか７０箇所（別紙１のとおり） 

（３）業種及び用途   学校 

（４）契約種別     業務用電力 

 

２．仕様 

（１）供給電気方式等 

  ア 供給電気方式       交流３相３線式 

  イ 供給電圧（標準電圧）   ６，０００Ｖ 

  ウ 計量電圧（標準電圧）   ６，０００Ｖ 

  エ 標準周波数        ５０Ｈｚ 

  オ 受電方式         １回線受電 

  カ 蓄熱式負荷設備の有無   無 

 

（２）契約電力、予定使用電力量等 

  ア 予定契約電力     ２２４，８８２ｋＷ 

               各学校の予定契約電力は別紙１のとおり。 

               ただし、各月の契約電力は、その１月の最大需要電力と前１１月の最大需

要電力のうち、いずれか大きい値とする。 

  イ 予定使用電力量    ２４，４９０，０００ｋＷｈ 

               各学校の月別の予定使用電力量は別紙２のとおり。 

  ウ 使用電力量実績等   各学校の使用電力量・契約電力・最大需要電力の実績は別紙３のと 

               おり。 

 

（３）契約期間 

   契約締結の日から令和３年９月３０日までとする。 

   なお、電力供給期間は次のとおりとする。 

   令和元年１０月１日０：００から令和３年９月３０日２４：００まで 

 

（４）電力量等の計量 

  ア 自動検針装置      有 

  イ 電力会社の検針方法   遠隔自動検針 

  ウ 電力量計構成      電力需給用複合計器（通信機能付き） 

 

（５）需給地点、電気工作物の財産分界点及び保安上の責任分界点 

   別紙１のとおり。 

 



 

（６）電気料金の算定方法 

  ア 電気料金は各月の契約電力、使用電力量等により算定するものとする。 

  イ 電気料金は基本料金、電力量料金及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特 

別措置法に基づく賦課金（以下「再生可能エネルギー発電促進賦課金」という。）を合算した額とす

る。 

  （ア）基本料金 

     基本料金単価、契約電力及び力率から以下に従い算出する。 

     ・基本料金＝基本料金単価×契約電力×(１．８５－力率／１００) 

  （イ）電力量料金 

     電力量料金単価、使用電力量から以下に従い算出する。 

     ・電力量料金＝「夏季」または「その他季」電力量料金単価×使用電力量±燃料費調整額 

     ＊夏季電力量料金 

      ７月１日から９月３０日までの１月における使用電力量１ｋＷｈ当たりの単価（１銭単位） 

     ＊その他季電力量料金 

      夏季以外の月の１月における使用電力量１ｋＷｈ当たりの単価（１銭単位） 

     ＊燃料費調整額 

      関東管内の「旧一般電気事業者」に相当する者が定める標準供給条件（電気需給約款）の燃料

費調整単価から以下に従い算出する。 

      ・燃料費調整額＝使用電力量×(±燃料費調整単価) 

  （ウ）再生可能エネルギー発電促進賦課金 

     関東管内の「旧一般電気事業者」に相当する者が定める標準供給条件（電気需給約款）による。 

     ※令和元年５月～令和２年４月分については２．９５円/ｋＷｈ 

  ウ 料金その他を計算する場合の単位及びその端数処理は次のとおりとする。 

  （ア）契約電力及び最大需要電力の単位は１ｋＷとし、その端数は小数点以下第１位で四捨五入する。 

  （イ）使用電力量の単位は１ｋＷｈとし、その端数は小数点以下第１位で四捨五入する。 

  （ウ）力率の単位は１％とし、その端数は小数点以下第１位で四捨五入する。 

  （エ）料金その他の計算における合計金額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を切り捨てる。 

  （オ）消費税額（地方消費税額を含む）の単位は１円とし、その端数は小数点以下を切り捨てる。 

 

（７）電気料金の請求 

  ア 料金の請求は月毎に行い、全需要場所を一括して請求する。なお、請求書については紙で発行する。 

  イ 請求額は学校毎に各種の調整加減算を行った後、税込金額を算出し、学校毎の合計とする。 

  ウ 請求書は教育委員会学校管理課へ郵送する。加えて、学校毎の内訳（電力種別、最大需要電力、契 

約電力、使用電力量、単価、料金、力率等）をひとつの電子データにして提出する。 

  エ データの形式は、エクセルやＣＳＶ形式等のファイルとし、学校毎のデータを別紙１の施設名称順 

   に整列したものとする。その他の詳細は別途協議のうえ決めるものとする。なお、このデータについ 

ては、毎月の請求単位で提出すること。 

 

（８）使用廃止に伴う料金の精算等 

  ア 需要場所の一部について、電力使用を廃止する場合は、関東管内の「旧一般電気事業者」に相当す 



る者が定める標準供給条件（電気需給約款）により精算する。 

  イ 契約の終了は精算した需要場所のみとし、他の需要場所については、この契約を変更することなく 

   履行する。 

 

（９）消費税率が変更となった場合の請求金額 

  ア 契約期間内に消費税法（昭和６３年１２月３０日法律第１０８号）並びに地方税法（昭和２５年７ 

   月３１日法律２２６号）の改正による消費税率の変更があった場合における請求金額は、新たな消費 

   税法による消費税率に基づき次の算定方法により算出する。 

    料金項目 算定方法 

ア 基本料金 基本料金単価×契約電力×(１．８５－力率／１００)×１ＸＸ／１１０ 

イ 電力量料金 

「夏季」または「その他季」電力量料金単価×使用電力量× 

１ＸＸ／１１０±燃料費調整額 

＊燃料費調整額＝使用電力量×(±燃料費調整単価) 

ウ 
再生可能エネルギー 

発電促進賦課金 
再生可能エネルギー発電促進賦課金単価×使用電力量 

   ＊Ｘは改正後の消費税率（地方消費税率を含む） 

   ＊燃料費調整額、再生可能エネルギー発電促進賦課金は、２－（６）－イ－（イ）・（ウ）による。 

   ＊端数処理は、２－（６）－ウのとおり。 

  イ 関東管内の「旧一般電気事業者」に相当する者が定める標準供給条件（電気需給約款）の燃料調整 

費単価の算定方法について変更があった場合は、前項の算定方法によらない場合がある。 

 

（10）その他 

  ア 力率の実績は、すべての需要場所で１００％である。契約期間中は１００％を保持する予定。 

  イ フリッカ発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は特にない。 

ウ 非常用自家発電設備（予備電力）は有していない。太陽光発電設備（３箇所合計１６ｋＷ）を有し 

ている。 

  エ 各月の電気料金の算定において、基本料金の力率割引又は割増、電力量料金の燃料費調整及び再生

可能エネルギー発電促進賦課金については、関東管内の「旧一般電気事業者」に相当する者が定める

標準供給条件（電気需給約款）によるものとする。 

  オ 入札金額の算定に当たっては、力率は１００％とし、燃料費調整額及び再生可能エネルギー発電促

進賦課金は含まないものとする。 

  カ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算 

   した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をも 

   って落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で 

   あるかを問わず、別紙入札金額積算内訳書により算出した入札金額（税抜）を入札書に記載すること。 

    なお、契約の締結は単価契約により行う。 

 キ 本入札は契約期間中の電力供給単価を競争により決定するものであるため、関東管内の「旧一般電 

気事業者」に相当する者が単価を改定した場合も、単価改定は行わない。 

  ク 使用電力量等の検針後、検針結果（電力種別、最大需要電力、契約電力、使用電力量、単価、料金、 

   力率等）を速やかに各学校に通知すること。 

  ケ この仕様書にない事項は、横須賀市の指定する電力供給契約約款（以下、「電力供給契約約款」と 



   いう。）の定めるところによるものとする。 

  コ この仕様書及び電力供給契約約款に定めのない供給条件については、関東管内の「旧一般電気事業 

者」に相当する者が定める標準供給条件（電気需給約款）等により横須賀市と落札者で協議するもの

とする。 

 

３．連絡先 

  教育委員会事務局教育総務部  学校管理課  施設管理係  電話 ０４６－８２２－８４７６ 


